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Outline of the Project
干拓淡水化事業の概要
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Unfinished close
未完の終結

「山陰中央」2000.8.29.
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L. Nakaumi survived as a coastal lagoon with 
significant damage.
ともかく中海は残った．傷だらけのままで・・・．
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Blaze a new path to the future.
未来に向かって・・・．

起こりうる問題

汽水域では

富栄養化／外来移入種／有害物質／地球環境変化／非点源汚染の増加／非管
理表層水流入／・・・

沿岸・流域では

人口流出／過疎・高齢化／産業構造変化／流通・情報革命システムの変化／・・・

・汽水環境と人間社会の共存(Coexistence)
いかにうまくつきあうか？

・生物と人間の汽水環境の共有(Commonage)
いかにうまく資源を使うか？

・自然と人間の共栄(Co-prosperity)
いかに健康に発展できるか？

住民コンセンサス会議
Consensus meeting

共同立案・政策提言
Collaborative planning 
/Policy recommendation
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自然再生推進法成立の背景～国会の動き～

平成１４年１１～１２月
「自然再生推進法案」が審議され、１２月４日に賛成多数で成立。
衆議院では、自由党の要請により、主務大臣が自然再生事業実施計画に助言を行
う際に、自然再生専門家会議の意見を聞くことを義務づけることなの改正。
参議院では、自然再生協議会の組織・運営の適正化、ＮＰＯ等の参加の公平性の
確保などを求める付帯決議を実施。

平成１３年１０月
与党「環境施策に関するプロジェクトチーム」
自然再生を推進するための法案の検討が開始

平成１４年５月
与党「自然再生推進法案（仮称）」を作成
各党内や与党ＰＴでの議論、関係各省、ＮＧＯからのヒアリングを経て与党案作成

平成１４年６～７月
与党と民主党の間で法案について調整
独自に検討を進めていた民主党と調整を行い、法の目的等に「生物多様性の確
保」の追加、「自然再生専門家会議」の設置等が盛り込まれる。

平成１４年７月
与党及び民主党の関係議員「自然再生推進法案」を国会に提出
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自然再生推進法とは

★目的（第一条）
自然再生の施策を総合的に推進し、生物多様性の確保を
通じて自然と共生する社会の実現を図り、あわせて地球
環境の保全に寄与。

「基本的方向を定めるとともに、自然再生の基本的枠組み、
手順を定めるもの」

★「自然再生」とは（第二条）
過去に損なわれた自然環境を取り戻すことを目的として、

地域の多様な主体が参加して、自然環境を保全・再生・創
出・維持管理すること。

「開発行為の代償措置ではないことを、基本方針に明記」
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自然再生推進法が定める基本理念（第３条）

自然再生は、健全で恵み豊かな自然が将来の世代にわたって維持されるととも
に、生物の多様性の確保を通じて自然と共生する社会の実現を図り、あわせ
て地球環境の保全に寄与することを旨として適切に行われなければならない。

自然再生は、関係行政機関、関係地方公共団体、地域住民、特定非営利活動
法人、自然環境に関し専門的知識を有する者等の地域の多様な主体が連携す
るとともに、透明性を確保しつつ、自主的かつ積極的に取り組んで実施されな
ければならない。

自然再生は、地域における自然環境の特性、自然の復元力及び生態系の微 妙
な均衡を踏まえて、かつ、科学的知見に基づいて実施されなければならない。

自然再生事業は、自然再生事業の着手後においても自然再生の状況を監視し、
その監視の結果に科学的な評価を加え、これを当該自然再生事業に反映させ
る方法により実施されなければならない。

自然再生事業の実施に当たっては、自然環境の保全に関する学習（自然環境
学習）の重要性にかんがみ、自然環境学習の場として活用が図られるよう配慮
されなければならない。
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自然再生協議会 実 施 者
（協議会の呼びかけ）

参加しようとする者（地域住民、ＮＰＯ等、専門家、土地所有者等、その他）

市町村

関係行政機関

自然再生協議会で行う事務

○自然再生全体構想の作成
○自然再生事業実施計画の作成
○自然再生の実施に係る連絡調整

※協議会の組織及び運営に関して必要な
事項の決定

都道府県
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自然再生全体構想

★自然再生の対象となる区域

★自然再生の目標

★協議会に参加する者の名称又は氏名およびその役割分担

★その他自然再生の推進に必要な事項

自然再生実施計画
★個々の自然再生事業の対象となる区域

★個々の自然再生事業の内容
★周辺区域の自然環境との関係と自然環境の保全上の

意義・効果

★事前調査や事業機関中・実施後のモニタリングの

具体的な計画

★その他自然再生事業の実施に必要な事項
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経緯
(1)島根県と鳥取県の4市1町にまたがる中海地区は、かつては、広大なアマモ
場があり、サルボウ貝(赤貝)に代表される豊富な魚介類の生産の場であった。
しかし、高度経済成長期に実施された中海干拓・淡水化事業などの大型開発行
為により、水質の悪化やアマモ場の消滅、水産資源の減少などが進み、かつて
の豊潤な自然環境が大きく損なわれている。
(2)平成17年3月には、自然再生協議会の設立のための情報の収集、米子湾の
現況や過去の状況把握と自然再生のイメージづくりなどを目的として、民間団
体の呼びかけにより「米子湾の自然再生に向けた勉強会」が開始され、平成
18年3月までの間、合計12回にわたり勉強会が開催された。
(3)平成18年8月には、民間団体「自然再生センター」の呼びかけにより「中
海自然再生協議会設立準備会」が設立され、自然再生協議会設立に向けた手続
き、地方公共団体、関係行政機関の参加の可能性、自然再生協議会の規約案な
どについて合計6回にわたり検討された。
(4)平成19年6月に自然再生推進法に基づく「中海自然再生協議会」を設立。
「豊かな漁場・遊べるきれいな中海」をめざして、

1)住民参画型地域作り
2)環境教育の推進
3)ラムサール条約に基づく水鳥との共存
4)アマモ場の再生と赤貝(サルボウ)の復活
5)水質浄化と底質改善による汽水域生態系保全

の5つを推進の柱に、浚渫汚泥処分場の有効利用、上水源である飯梨川の保全
と流域住民の生活・漁業・産業の振興、米子湾の水質改善、浅場での水生植
物・二枚貝等の再生などの具体目標について検討する予定。

中海自然再生協議会HP



Q１ 干拓淡水化事業の転換からの教訓をどうとらえているか？
※「中海自然再生全体構想 はじめに」では、その歴史の経験から得た

「気づき」と、認識するに至った「責務」を指摘．
・「（わたしたちは、この間の歴史を身をもって経験し）人工的な自然改変

の及ぼす結果の重大さに気づいた」
・「…人々が中海とともに豊かに生きていた頃の自然を可能な限り再生し、

それを子々孫々にまで確実に伝えていくことが責務であると認識」している―と．

A．上記の通りです．干拓淡水化事業が進行していた頃は，それに賛成か反対
かと言う議論に終始し，事業が突如中止された場合にその後の中海をどうする
のか，と言うことは恐らく誰も考えていなかったのではないか．中海干拓淡水化
事業が国家事業として進められてきたため，その事業主体の国がギブアップし
てしまったら，地域の住民はどう考えて良いかわからなくなるのは当然であろう．
しかし，混乱から一息ついて冷静に考えれば，当時どちらの立場であったにし
ても，中海の現状を素直に見直す事を出発点として，これからこの水域をどうし
たらよいのか，子々孫々の代まで自慢できる豊かな中海を再生するにはどうし
たらよいのか，を改めて問い直すのは必然の帰結である．いまさら国に責任を
押しつけてみたところで何も先に進まない．これは，すべてを見てきた沿岸の
住民にしかできないことである．

地元N紙からの質問に答えて



Q2 「中海自然再生全体構想」をまとめたことの意義は何か？

A．さまざまな団体，組織が，それぞれの思いを込めて取り組んできたことが，お互
いに見えるようになったこと，共通の目標に向かってそれぞれの役割や位置づけ
がより明確になったこと．事業の規模，手法など違いがあり，同じペースで歩調を合
わせるのは難しいが，むしろ，その違いを前提に，互いに智恵と力を出し合って相
乗効果が生まれる事を期待している．
先行している他の自然再生事業と自然再生協議会の関係は，国や自治体の再

生事業に協議会が加わって効率的・効果的な事業の達成をねらったものが多いよ
うに見える．それは「公」が“一方的に”進めてきた（「公」の都合が優先しがちな）従
来型の公共事業に比べれば悪いことではないが，中海ではむしろ，地元住民が主
体的に自然再生をしたい，と言う意志が優先している．その意志を結集したNPO
法人が中心となって再生協議会を立ち上げたのは全国初である．



Q3中海自然再生の「目標」を「昭和２０年代後半から３０年代前半」に設定した理由
は？素人目にも相当、高い水準の目標と思われるが，そこを目指そうと考えたのはな
ぜか？

A．一言で言えば，わかりやすいから．その頃を憶えている人がまだ生きている間に，当時はどう
だったのか，その後どう変わってしまったのか，を後世に伝えるのは今しかない．ただ，それが単
なるノスタルジーからの発想では，次世代を生きる人々には伝えられない．生活スタイルをすべ
て当時に逆戻りさせることは不可能である．
昭和20年代後半から30年代前半は，中海の自然と沿岸住民が調和のとれた共生をしていた．

汽水域としての豊かさをもたらしていた中海の環境は，極論すれば中海に棲む生物によって維
持されていた．また，その生物たちをうまくコントロールしていたのは沿岸や流域に住む人々で
あった．生物固有の生態系に人間の営みが加わったシステム（生物－人間生態系）がうまく機能
していた．所謂「里海」であった．人間の営みが中海から離れていったことによって，生物たちは
中海の環境を維持できなくなった．

多くの人が中海にもう一度目を向けて貰う事が必要であり，また，中海沿岸において人間の営
みが今後どう展開されるかを見据えつつ，それに応じた生物と人間の好ましい共生関係を構築
していく必要がある．従って解答は一つではなく，多様な事業を多様な手法で進める中で，互い
にその効果を確認し，相乗効果が生まれる方向を模索していくことになる．

確かに，そう簡単にこの目標には到達しないかも知れない．しかし，多くの自主的に活動して
きたグループが参加している本協議会のような場合，あまり具体的で急ぎすぎる目標を設定する
と，各グループが目指してきた目標をそれに合わせて大きく修正しなければならない事態も懸念
される．協議会としては各グループが創意工夫を凝らしてこれまで通り活き活きと活動してもらえ
るように，大目標は誰もが想定しうることに設定した．その大目標に照準を合わせたベクトルに
沿って，より具体的な中目標，小目標を各グループで設定し，それが達成しているか確認してい
けばよい．



Q４ 「５つの推進の柱」の特徴は？ 中海の自然再生に固有の特徴や意義
は？ 先駆性は？

A．前述したように，我々は中海に自然のサンクチュアリを作ればよいという単純
な考えは持っていない．中海圏域には50万人以上の人々が生活をしている．そ
の中で必要な自然とは何か？ということを最優先して進めたい．中海に知床や
屋久島でイメージされる自然再生しようとしているのではない．
一方，中海のような広域の自然（環境）を再生するには，人間の力だけでは出

来ない．生物（微生物も含めて，中海に棲めるすべての生物）に協力して貰うの
が最も効果的と考えている．したがって，どの生物にどのように協力して貰うか，
その生物が生息し，環境修復に活躍して貰うのに必要な環境をどのように用意
するか，ということから進めていく必要がある．浅場を作ったり，浚渫窪地を埋め
立てたり，といったことはそう言う位置づけである．



Q５ 「５つの推進の柱」の取り組みの現状と課題，特有の難しさは？
「実施計画」策定は今、どんな段階にあるか？

※①水辺の保全・再生と汽水域生態系の保全
②水質と底質の改善による環境再生
③水鳥との共存とワイズユース
④将来を担う子どもたちと進める環境学習の推進
⑤循環型社会の構築

A．個別にはいろいろ課題があるが，ここでは全体的な問題として回答します．

最大の問題は，事業を実施する資金をどう確保するか，ということである．初めに事業ありき，というこ
れまでの自然再生協議会とは違い，民間（NPO）主体で立ち上げた本協議会では，当然予想された

課題であった．そこで，当面は，これまでわずかな補助金やボランティア的に自己資金で個々にやっ
てきたやり方を踏襲せざるを得ないが，事業の必要性を行政等にも積極的に訴え，理解して貰って補
助金等を引き出すこと，協議会の固有事業ではないが，例えば既に進行中の国の浅場再生事業など
と協議会の事業を連携させることで，相乗的な効果が上がるように工夫すること，など努力していく．
実際，国の機関や自治体にも協議会に入っていただき，議論に加わっているので．今後は協議会の
事業に沿った形で予算獲得に動いて貰うことも可能になるだろうと期待している．こうした積み重ねが，
最終的には住民や地域が本当に必要とする公共事業の実現へとつながると考えている．
協議会委員から出された個別実施計画案は協議会内に設置した専門家会議で検討し7月の協議

会で暫定案として了承され，関係者に見ていただいた．5つの柱に沿った形で9つの計画に整理され

たものであったが，それぞれが別個の計画のように受け取られるような書き方だったため再検討をした
方がよいという意見であった．10月に開催された協議会でこのことを報告し，相互の関連がより明確

にわかるように一つのテーマにそった計画にまとめて提出することになり，現在，協議会の中に設置さ
れたアドバイザ委員会（国交省，環境省，島根鳥取両県の中海環境担当者の委員を含む各分野の
専門家からなる）で詰めをしている．今後数回の協議会を経て，遅くとも平成23年度中には成案とし
て実施計画をまとめる予定である．

なお，この実施計画を我々は第一段階目と位置づけており，協議会の独自事業としてそれぞれのグ
ループが進めている再生事業を更に発展させて3年後には第二段階の事業計画としてまとめていくこ
とにしている．



Q６ 「基本的な考え方」で示された留意事項のうち、特に大事だと思われる事項は
何か？

※①自然再生事業の対象（「保全」「再生」「創出」「維持管理」）
②多様な主体の参加と連携
③科学的知見に基づく実施（これは、これまでの知見の集積が生きるのではな

いか）
④順応的な進め方

A．上記の何れも大事だと思っています．とくに本協議会の特徴である「民間主導
型」という視点に立てば，それぞれのグループの活動や協議会の事業のベクトルが
Q３のAで述べた共通の目標に確実に向かっているか，と言うことを相互にチェックし
確認し合うこと（上記の②に近い），また，もし，ベクトルがその方向から逸れていたり，
いっこうに効果が現れてこない時に恒に修復・修正できる体制（上記の④に近い）を
構築していくことが大切である．これを怠ると，運動体としても独りよがりになって持
続しない．



Q７、行政や住民に期待されることは何か？

A．まず第一は，中海の自然再生事業については長い目で見守っていただきたい．
30年余り掛けて壊してきた自然です．修復するのにも時間が掛かります．
第二には，とくに住民の方は今以上に中海に目を向けていただきたい．この地域の

次世代を担う子供達が，世界に向かって自慢できる中海の自然とは，また，自然と沿
岸住民との共生が持続的に可能となる社会とはどのようなものか，を常に主体的に考
えていただきたい．行政は，そうした住民の思いを支援し，実現することに積極的に
税金を使っていただきたい．



なかうみちゃんブログより


	中海自然再生協議会ことはじめ
	Outline of the Project�干拓淡水化事業の概要
	スライド番号 3
	Unfinished close�未完の終結
	L. Nakaumi survived as a coastal lagoon with significant damage.�ともかく中海は残った．傷だらけのままで・・・．
	Blaze a new path to the future.�未来に向かって・・・．
	自然再生推進法成立の背景～国会の動き～
	自然再生推進法とは
	自然再生推進法が定める基本理念（第３条）
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20

